
平成１８年　４月１日

　介護保険制度では、排泄や入浴に使われる福祉用具の購入を行った場合に、保険の給付が受けられます。

　平成１８年４月の制度改正により、「利用者保護（悪質業者による保険給付として適切でない福祉用具販売によるトラブルや、利用者の状態にあわない福祉用具の提供により自立が妨げられるなどの防止対策）」の観点から、福祉用具の販売について、保険給付の対象とする事業者をあらかじめ県が指定する制度が導入されました。
· 購入時には、販売先の事業所が県の指定を受けているか必ず確認してください。

指定を受けていない事業所からの購入は、給付の対象になりません。

· 対象者

　介護保険で要支援、要介護の認定を受けた方（原則として、在宅の方に限ります）

· 支給方法

　利用者の方はいったん福祉用具の代金の全額を業者に支払った後で村に申請し、保険給付分を償還払いとして受け取ることになります。
· 支給限度額

　要介護状態区分に関係なく申請の上限は年間１０万円です。このうち９割の給付が受けられます。（自己負担が１割）

· 対象福祉用具　　　　　※詳細についてはケアマネージャー等にご確認ください。
　・　腰掛便座（和式便器の上に置くもの、ポータブル式のもの、洋式便器を補高するもの、便座立ち上がり補助のもの）

· 入浴補助用具（入浴用いす・浴槽用てすり・浴槽内いす・入浴台・浴室内すのこ・浴槽内すのこ）
· 特殊尿器（尿が自動的に吸引されるもの）
· 簡易浴槽（空気式又は折りたたみ式で容易に移動できるものであり、取水・排水のために工事を伴わないもの）
· 移動用リフトのつり具の部分

《申請書類》

· 道志村介護保険居宅介護（介護予防）特定福祉用具購入費支給申請書

· 特定福祉用具購入理由書（担当のケアマネジャーまたは福祉用具専門相談員等、用具選定の専門知識を有する者が記入してください。）
· 委任状（受領口座が被保険者名義以外の場合に限る）

· 介護保険給付費の支給申請及び受領に関する申立書（被保険者が死亡したとき）
申請後、書類審査をし、おおむね２ヶ月で指定口座へ振込みいたします。

また、書類審査時には必要に応じ自宅に訪問し、確認させていただきますのでご承知おき願います。
福祉用具購入費償還払いについて








